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緒言
序言
(外国）（ 国）為替銀行の範鴫的成立は世界市場の複合性のゆえに必然的であっ
た。世界市場の複合市場的性格はまず為替銀行範蠕の成立によって止揚され
ようとする。世界市場に現われる産業資本（輸出者，輸入者）にとって,(外
国）為替手形による取引が可能となる論理次元が開けてくるのである。これ
が前稿･｢世界市場と外国為替銀行一一国際金融論の理論体系序説一｣(r金融
経済』金融経済研究所，第210号，1985年２月）におけるわれわれの叙説の到達点
であった。本稿はそこを論述の出発点とする。すなわち，為替銀行の成立し
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た論理次元の世界市場では為替手形はどのようにして取引を決済することが
できるのか，そのメカニズムを論理的に解析すること，これが本稿の目標と
なる。為替手形を利用する世界市場取引の決済，いわゆる為替による国際決
済のメカニズムなるものを論理的に再榊成して解説しようとするものにほか
ならない。
そしてそのような考察をすすめる場合には，すでに前掲稿で示していたよ
うに，具体的次元の世界市場すなわち，各国によって均等に構成されるとい
う抽象的次元の世界市場ではなく，中心国と周辺諸国から構成されている世
界市場を想定し，しかも周辺国に視角を据えなければならなかった。世界市
場における取引は中心国通貨建てによるものとすべきことになり，中心国で
はいわゆる為替は起らないからである。周辺国の産業資本（輸入者,輸出者）
が中心国の産業資本（輸出者，輸入者）との間で行う為替手形による取引を
対象に，以下その決済の構造を論理的に組み立てることにしなければならな
い。直裁的にいえば，周辺国の為替銀行の対産業資本取引(1)(2)に論理的分析
的な角度が設定されなければならないということである。
(1)為替銀行の対産業資本取引といえば一般に対顧客為替取引といわれる取引が想起さ
れるであろう。しかしここでことさら対産業資本取引といって対顧客為替取引といわ
れていないのには理由がある。われわれにとって（預金銀行範癖はそれ自体で自立的
な範蒋であるが，しかし）為替銀行とは預金銀行範蒋なしには成立しない銀行範韓で
あり，為替銀行とはすなわち預金銀行と考えられているからである。為替銀行の営む
対顧客為替取引は銀行信用取引（預金銀行業務）と一体的にのみ成り立ちうる取引で
あるという理解から，為替銀行はそれら両者を包含した意味の対産業資本取引を行う
銀行であるという主張が込められているのである。
(2)その実際については主要に安来盛人「外国為替概輪』（有斐閣，1957年）を参照し，
必要に応じて以下の文献を閲みした。高山勝秀「外国為替｣有斐閣,1958年;石田貞夫
「貿易の実務」日本経済新聞社，1965年；東京銀行鯛杢部（編)｢外国為替(改訂版)」
（「新銀行実務講座」第８巻）有斐閣，1968年；安東盛人・土屋六郎『国際金融教室』
有斐閣，1972年；和島雄三・樋之ロ洋朗ほか「外国為替」（「銀行実務総合講座」５）
金融財政事憤研究会，1981年；岡垣憲尚「外国為替実務入門」ダイヤモンド社，１９８１
年。
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Ｉ為替による世界市場取引とその決済の践理
周辺国の対中心国取引をまず前者の輸入取引として問題の解明にとりかか
ることにしよう。
一般に世界市場取引は商業信用状（commercialletterofcredit；Ｌ／
Ｃ）付為替によって決済されることが約定されてその契約が成立する。信用
状とは説明するまでもなく輸入者による為替決済の安全確実性を第三者が保
証する書状である。第三者とはもちろん為替銀行であり，為替銀行はそこで
輸入者の支払保証人となる。そしてそのような保証がなければ為替による世
界市場取引は成立しないという意味では，信用状とは論理的にはつねに（そ
の発行銀行の一存によっては支払保証の取梢はできないという）取梢不能信
用状（irrevocablecredit）でなければならない。輸入者としては取引銀行
にそのような信用状の発行を依頼し，応諾をえるであろう。為替銀行として
はそれによって信用状発行銀行となり，輸入者に信用範嬬的に引受信用を供
与することになる。信用状発行依頼人（輸入者）にたいして支払承諾見返と
いう勘定科目に計上される債権をえ，他方その信用状に基づいて振り出され
る為替手形の受取人にたいして保証憤務（支払承諾勘定）を負うのである。
そうして信用状の発行はその発行銀行から輸出者（信用状受益者）の取引
銀行一一ここではそれは発行銀行にとってデポ銀行（depositarycorresp-
ondentbank）と想定されている－を経由して輸出者に通知される（間接
通知）。つまり後者の銀行は信用状通知銀行となるわけである。もちろん信
用状の発行通知はその発行銀行から直接輸出者に行われる（直接通知）場合
もある。けれどもここでは間接通知形式で説明されるべきであろう。そのほ
うが直接通知形式よりも論理的に整合的だからである。輸出者の取引銀行が
為替手形の受取人となるような手形形式で，すぐのちに述べる為替の取組が
後続して行われることを考えてみればわかる。実際上もまた間接通知のほう
が一般的である。なお第１図は為替による世界市場取引とその決済メカニズ
ムを示している。これまでのところそこにおける②。の段階に到達したこと
になる。
さて輸出者はその取引銀行を通じて信用状発行の通知を受けることができ
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第１図為替による世界市場取引とその決済メカニズム
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た。続いて上図の③→⑤′の過程に論理的分析的な光を当てよう。かれは輸
出品の船穂を終えると，船積書類（船荷証券，保険証券，商業送り状）を整
えるとともに為替を取り組む。それらはいずれも信用状条件にしたがって行わ
れねばならないが，ともあれ輸出国（中心国）は為替の仕向国，輸入国（周
辺国）は為替の被仕向国，したがって信用状通知銀行は仕向銀行，その発行
銀行は被仕向銀行ということになる。そしてつぎのような為替手形が振り出
されるであろう。仕向銀行を受取人,被仕向銀行を名宛人とする輸出為替(手
形）がすなわちそれである。しかもそれは論理的にみて一覧払形式のもので
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なければならない。
前段の叙述には重要な論点が含まれている。さきに進むまえに，追加説明，
が必要であろう。
まずつぎのことである。世界市場取引は一般に中心国通貨建てで行われる
から，この場合の輸出為替は輸出者にとって名宛人が外国にある銀行である，
つまり外地払手形であることを除けば，国内手形と変るところはない（中心
国では為替は起らない）。しかしその点を被仕向国の周辺国からみてみよう。
問題の輸出為替はたしかに自国払とはなっていても，中心国通貨建ての請求
権を化体しているのである。輸出為替とは一般に被仕向銀行が中心国銀行に
保有する預金にたし､する請求権ということができる。そしてそれは中心国銀
行預金残高が世界市場において貨幣機能を果すことを意味する。国際通貨とい
う範轤規定の問題である。後述するであろう。
第２に輸出為替の名宛人について。それは実際上は被仕向銀行ではなくて
輸入者本人ということもありうるであろう。あるいはつぎのように換言して
もよい。被仕向銀行は信用状発行銀行としてすでに支払保証を行っているわ
けだから，名宛人は論理的には輸入者であるとしても被仕向銀行であるとし
てもよいと考えられるかもしれないと。しかしそれがここでは被仕向銀行と
されているのであった。周知のように発行銀行が自行を為替の名宛人にする
ことを認めている信用状をとくに（狭義の）銀行信用状（bankerもcredit
orbankcredit）というのであるが，それではなぜ信用状は論理上は銀行信
用状でなければならないのか，その論拠が示される必要があろう。
すでに産業資本の論理次元で問題を扱った前掲稿で論じたことであるが,、
世界市場は一般的流通次元の取引の場つまり輸出者にとって最終的実現の場
であった。いま問題の銀行次元の世界市場つまりその取引が為替によって行われ
ようとする論理次元の世界市場では,それはつぎのように自己の論理を貫徹す
る。すなわち，輸出者にとっては商品の種出しと同時的に代り金を受け取る
ことができ，しかもそれはたとえ商品械送期間中に輸入者が支払不能に陥っ
たとしても償還請求されるものとはならない，そうしたことが可能となるよ
うな手形形式を輸出入者にとらしめるのである。実際そのために信用状制度
が生まれ，その発行銀行は信用状受益者（外国の輸出者）にたいし－覧払の
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自己宛為替手形の振出を認めることになるのであった。（発行銀行は前述の
ように信用状発行に伴って支払承諾，支払承諾見返勘定を起す。）輸出者は
そのような手形の振出によって，すぐのちに述べるように，信用状発行依頼
人たる輸入者と発行銀行との間でのつまり輸入国での決済のいかんとは独立
的に，商品の発送と同時的にその代り金を受領しうる立場をえることになる
であろう｡発行銀行は輸出代り金たるべき支払準備金を輸出者の取引銀行(仕
向銀行）に預金として保有しているからである。輸出為替の取引は本質的に
も売買である(3)。なお輸出為替は一覧払でなければならないという論理は，
世界市場取引の一般的流通次元的取引という性格に規定されて成り立つので
、、、
あるが，しかしそれはけっして世界市場における期限付手形の利用を一般に
排除することにはならないこと，後述するところであるが，ここにあらか
じめ付け加えておく。
論歩を本筋に戻そう。輸出者は信用状の発行銀行宛に一覧払の輸出為替を
振り出していた。かれはその代り金をただちに入手しなければならない。輸
出為替は船積書類を添えてその受取人たる仕向銀行に持ち込まれる。船積書
類の添付はいうまでもなく信用状において要求されている（荷為替信用状
documentaryletterofcredit)のであるが，それは発行銀行が輸出為替を
自行宛とすることを認めるのと引換えに要求する条件として論理的に必然で
ある。換言すると，為替による世界市場取引の決済履行の論理的条件は商品
そのものの接受ではなく，その所有権を化体する船荷証券その他船積書類の
接受にあるということである。（輸入者は商品を現実に示された場合でも，
それが船積書類を伴わなければ支払を拒絶できるのにたし､し，船積書類を呈
示されたならば，いかなる場合でも支払の義務を負うわけである。）世界市
場取引の形態（価格の建て方）はＦＯＢ（本船渡しfreeonboard)契約と
ＣＩＦ（運賃保険料込みcost,insuranceandfreight）契約に大別しうる
が，為替による世界市場取引としては，前者ではなく，後者が論理的に必然
的な形態なのである。
すなわち輸出為替は論理的にはＣＩＦ契約履行のために振り出される荷為
替でなければならない。それは仕向銀行で買い取られるであろう。仕向銀行
はあらたに輸出為替の買取銀行の規定をえる。名宛人たる被仕向銀行にたし、
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する憤権（買為替手形勘定）をえると同時に，他方輸出者にたいして(当座）
預金憤務を負うことになる。ついで買取銀行は買い取った輸出為替をその取
立のために被仕向地に送る。その到着予定日に被仕向銀行の預金勘定（先方
勘定）から為替代り金が引き落されればよい。
中心国を輸出地とした場合のそこにおける輸出代り金の取立は以上のよう
にして行われる。要するに，被仕向銀行の預金勘定が仕向銀行の手で輸出者
のそれに振り替えられるのである。その指図書として輸出為替が機能してい
るということができよう。しかしそのさいにはつぎの点が看過されてはなら
なかった。時間的要素はそれが排除されえないこと，つまり為替の郵送時間
（日数）が不可避的に介在せざるをえないこと，これである。そこで被仕向
地である周辺国に視点を返すまえにもうしばらく立ち止まり，それらについ
てここで考察を加えておくことにしよう。
中心国銀行預金は世界市場取引の最終的な決済手段機能を果している。輪
・出為替が一般に被仕向銀行宛の中心国通貨建て請求権たることに担われるこ
とであった。産業資本次元の世界貨幣とは別の高次的な貨幣範鴫が規定され
なければならない。それがまずここでの問題である。
すでに前掲稲で検討したように，産業資本の論理次元でしかも輸出者，輸
入者次元ではその貨幣資本(｢一般的な購買手段｣準備金）は世界市場に現身
で登場し，世界貨幣として「一般的な購買手段」機能を果す。個別次元の資
本にとっては世界市場取引は輸入取引あるいは輸出取引として一方的な購入
あるいは販売として行われるものである以上，世界貨幣の機能規定はそれ以
外にはありえない。そしてそうした関係は論理次元が上向したとしても同様
であり，ただ世界貨幣が生身で現われなくなるだけである。中心国銀行預金
残高によってそれが代位されるからである。中心国銀行預金残高は輸入者，
輸出者次元において「一般的な購買手段」としての世界貨幣機能を果すので
ある。周辺国銀行の中心国銀行預金残高は前掲稿で支払準備金としての外国
為替範轤とされたのであるが，いまやそれは振替決済を通じて高次的な「一
般的な購買手段」として機能するという点で，新たな貨幣規定を付与される
べきものとなる。国際通貨範嚥にほかならない。そしてそれと対応的に前者
の点では，外国為替準備という範鐇規定を合わせ獲得する。なお，ここはま
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だ（個別）為替銀行の論理次元であること，念を押しておく。
つぎに論点を移し，為替の郵送時間の問題を取り挙げよう。いわゆるメー
ル金利なるものを注視すればよい。問題はつぎのように設定される。輸出為
替の買取はそれを行う銀行からすれば被仕向銀行（←輸入者）からの取立に
先立つ為替の支払にほかならず，為替の郵送期間中の輸出者にたし､する貸付
取弓|のようにみえるであろう。そして貸付ということであれば，当然利子が
課されることになろう。ここに問題のメール金利なる為替利子が成立する。
しかしそれははたして利子範鱒で理解されるべきものであろうか。
つぎの点が確認されていなければならない。輸出者にとって輸出は最終的
な価格実現であった，あるいは，輸出為替に化体されている中心国銀行預金
は輸出者にとって「一般的な購買手段」機能を果していた，これである。輸
出者が輸出為替の売却によってえた預金は，銀行にとって創造預金ではなく
本源的預金として位置づけられなければならない。実際銀行における経理上
の処理の仕方をみてもそうなのである。輸出為替の買取によって銀行は輸出
者にたいしては債務（預金）を負うだけであり，それに見合って被仕向銀行
向けに為替の郵送期間中成立する債権も，買為替手形勘定という経過勘定で
処理されるのである。メール金利といわれるものが銀行信用的な信用関係の
成立を反映するものではないことは明らかである。一覧払償務の支払を立て
替えているにすぎない。そしてその立替払には確定的に時間的要素が介在す
るために，立て替えた銀行にとってはその手数料を「利子」として徴収しう
る根拠が与えられるのである。
なお，以上においては被仕向銀行預金の引落しは被仕向地への為替の到着
（予定）日とされていたのであるが，それが為替の買取と同時に行われるも
のとするならば，メール金利は輸出者ではなく，輸入者が負担すべきことに
なる。被仕向銀行は為替の郵送期間中輸入者のために為替対価（中心国通貨
建て）を立替払していることになるからである。輸入者は中心国の利子率で
計算されたメール金利を支払わなければならない。
ここで被仕向地に立ち戻り，第１図の⑥→⑦′の手続を対象にすることが
できる。そのさいｗ前提上被仕向地は周辺国であり，仕向地における輸出為
替は被仕向地では輸入為替ということになるが，いずれにしろその為替は中
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心国通貨建てであるということ，そうした確認がまず重要である。
被仕向銀行には買取銀行から輸入為替が送られてきた。輸入者からその代
り金を取り立てなければならない。被仕向銀行はいまや取立銀行という規定
で行動する。すなわち，それは為替に記戦された船薇書類引渡条件に即して
輸入者に為替の決済を求めるであろう。一般にその条件には支払渡し（do-
cumentsagainstpayment；Ｄ／Ｐ）と引受渡し（documentsagainStacce-
ptance;、/Ａ）とがある。前者は為替の支払と引換えでなければ船積書類の
引渡しを認めないとするのにたいし，後者は為替の引受をもってそれを認め
るというものである。しかしここでは為替の一覧払形式を論理的に反映する
方式でなければならない。前者の支払渡しがそれである（Ｄ／Ｐ為替）。後
者の引受渡しという条件は，期限付為替が利用されるとした場合のそれとい
うことになろう。後述するところである。ここにおける輸入者は輸入為替の
決済をしなければ（船荷証券を含む船穂書類→）輸入品を入手しえないもの
とされなければならない。しかもかれは「一般的な購買手段」準備金を取立
銀行に（邦貨建て）預金として保有しているのであった。
輸入者は一覧払輸入為替の支払を行うことができる。しかしそのさいには
かれは取立銀行の保有する外国為替すなわち中心国銀行預金（債権）をまず
買い取らなければならなかった。輸入為替は中心国通貨建てだからである。
輸入者による為替決済は取立銀行の立場からみて売為替といわれる取引すな
わち邦貨建て預金（債務）にたいする中心国通貨建て預金（債権）の売りに
媒介されなければならない。逆為替の場合の被仕向為替取引にほかならない
（被仕向売為替）。対顧客売為替相場が論理上金利要因を含まない為替相場
として成立する。念のため付言すれば，仕向銀行による被仕向銀行預金の引
落しが被仕向銀行への為替の到着（予定）日に行われるとした場合のことで
ある。しかし仕向銀行が為替買取と同時に被仕向銀行預金の引落しを行うと
いう想定のもとでは，既述のように輸入者がメール金利を負担すべきことに
なるが，それは対顧客売為替相場に織り込まれるのである(4)。もっともこの
場合においても，対顧客売為替相場は金利要因を含まない為替相場の観念的
な形成が前提されなければならないこと，看過すべきではない。
とにかく取立銀行は輸入者に中心国銀行預金を売って輸入為替を決済せし
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める。前述のとおりである。しかしその取引は当該銀行にとっては中心国銀
行預金残高の取崩しにほかならない。銀行の売為替取引はそれを補充する取
引が他方で同時に行われていること，それを前提して成り立つことがわかる。
中心国銀行預金残高の復元取引のことである。問題の銀行は取立銀行である
と同時に買取銀行の役を果すものでなければならない。
周辺国の対中心国取引はここにそれを輸出取引として問題にすべきことに
なる。周辺国銀行がみづから仕向銀行として輸出為替の取組の当事者になる
場合を想定すればよい。その窓口で輸出者の持ち込む為替が買い取られるま
での過程は，いうまでもなく仕向地を中心国としてうえで説明されたとおり
のものである。異なるところはない。ただこの場合には，輸出為替は外国で
ある中心国の通貨建てであるから，買取銀行としてはその代り金を邦貨建て
に換算して支払わなければならない。そして輸出者はそれを（当座）預金形
態で保有することになるであろう。結果的にいえば，邦貨預金（債務）をも
って中心国銀行宛の請求権（預金債権）が買い取られるわけである。周辺国
を仕向地とする逆為替の買取引の場合（仕向買為替）には，対顧客買為替相
場という現象が成立せざるをえない。その点ではしかし，買い取られた為替
は名宛人たる中心国銀行に郵送されて取り立てられねばならず,その到着(予
定）日にしか中心国における預金残高を復元しえないことに止目すべきであ
る。為替の買取日から被仕向地の中心国における取立日までの間には，輸出
者にたいする為替代り金の立替払関係が生じるわけで，買取銀行としてはメ
ール金利を請求しうる。対顧客買為替相場にそれは織り込まれる。つまりこ
の場合にも対顧客売為替相場の場合と同じく，金利要因を含まない相場が他
方にその成立を予定されていなければならない。その点で，その含意は第４
節で詳述することであるが，あらかじめつぎの注意をしておきたい。本節で
指摘された対顧客為替相場は，それが金利要因を盛り込んだ相場であるかい
なかに関係なく一般に，国際貸借状況（総括＝国民経済次元）を反映する銀
、､、、、､ 、、､、、、､、、、、、､、、、
行間為替相場（電信相場）の形成力:前提されていないかぎりで，換言すると
本節の問題次元が個別的銀行の次元にとどまっているかぎりで，個別次元の
為替相場（仮の為替相場）とされなければならない，これである。ここでは
いまだ対顧客為替相場は国際貸借に規定された為替相場としては必ずしも措
－３０－
外国為替銀行と世界市場取引（宮田）
定しえないということである。．
こうして為替による世界市場取引（為替銀行成立次元）においては世界貨
幣準備金は各瞬間ごとに生じる輸出入の決済差額に見合う額に縮約されうる。
そしてそれは中心国銀行預金残高として実在していなければならなかった。
中心国銀行預金が為替による世界市場取引の差額の決済機能を果す。すなわ
ちすでにみたように，中心国銀行預金残高は輸出者，輸入者の次元では「一
般的な購買手段」機能を果すのであったが，ここ為替銀行の次元ではそれ
は「一般的な支払手段」機能を営むわけである。つまりこの点でも中心国銀
行預金残高は国際通貨範鴫性を規定される必要があるのである。国際通貨の
、、、
範嬬は機能上重層化する。
(3)「輸出為替の取引は本質的にも売買である」という場合，すでに明らかなように仕
向銀行の窓口における取引を取り挙げていわれていること，つまり銀行成立次元に限
っていわれていること，ここで念を押しておきたい。というのは，外国為替取引論は銀
行成立次元でしか扱えないというのがわれわれの考えであり（前掲稿、参照），一般
に外国為替取引の本質を売買であるとする小野朝男氏の所説（「外国為替」春秋社，
1957年，第１章）とは一線を画すものであることを強調しておきたいからである｡すなわ
ち，われわれは論理次元の段差を函視するのであるが，しかしそれを問題意識しない
ような人たちには，われわれのような外国為替取引の本質規定は小野説を支持するも
のと映るかもしれない。しかしそのようにみられるとすれば，それは誤解であり，そ
のような誤解なきを期したいためである。
実際，最近小野説が－部で見直されつつあるが，それら新しい売買説はそのような
論者になるものであった。服部彰（「国際決済と為替相場の形成，決定・変動のメカ
ニズムー為替相場と国際収支（２）－Ｊ「商学論築」（福岡大学）第26巻第３．４
号，1982年３月），岩野茂道（「金・ドル・ユーロダラー－世界ドル本位制の鱗造
一」文真堂，1984年，第１章）両氏の見解のことである。服部氏は銀行の対顧客為
替取引次元で，岩野氏は銀行間為替取引（外国為替市場）次元でそれぞれ外国為替取
引は本質的に売買であるとされることによって，小野説に賛同されている。しかしそれ
らは小野説を論証する方法としては逆立ちしたものというべきであろう。小野説が定
・立されている論理的次元は，両者の問題にされているそれよりも明らかに低次元なの
である。小野説の正当性に積極的な根拠が与えられようとするのであれば，それが拠
って立っているのと同じ問題の次元で，それは試みられるべきであろう。
(4)なお，メール金利を盛り込んだ対顧客充為替相場は,被仕向銀行が為替の仕向地(輸
出国，ここでは中心国でもある）に支店を維持し，仕向銀行としては被仕向銀行から
の取立をその支店を通じて為替質取と同じ日に行うことができるというような場合を
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想定しても，その成立を指摘することができる。実際現代における一覧払輸入為替決済相
場はそのようなものとして説明できる。けれどもわれわれの立脚する問題次元では，
周辺国銀行は中心国に支店を設置するものとしてはいまだ措定されえないことに留意
すべきである。
、為替による世界市場取引と銀行信用
（１）為替による世界市場取引と銀行信用
前節では為替による世界市場取引とその決済という点にかぎり，為替銀行
のいわゆる対顧客取引に照射が試みられた。産業資本（輸出者，輸入者）の
次元でみれば「一般的な購買手段」として機能する世界貨幣準備金（中心国
銀行預金残高）が，為替銀行の次元では「一般的な支払手段」準備金として
機能することによって成り立つことであった。
しかしながら，世界貨幣準備金としての銀行準備金を産業資本（輸出者，
輸入者）に共同利用させるという為替銀行の対顧客為替取引なるものは，前
節で取り扱われたようにそれ自体で展開されうることではない。じつは銀行
信用供与と不可分的に絡んでいるのである。すでに前掲稿で議論したようにｉ
為替銀行範嶬は預金銀行範鴫と共生的にのみ成り立つ。為替銀行の対顧客為
替取引はついで銀行信用との関係において検討されなければならない。前節
における論議の限定性，そして本節の課題はまたつぎのようにも換言できる。
商品の国際的流通はそれ自体としてけっして完結することはなく，国民的
流通に連らなる。世界市場取引はまさに各国民市場の接点で結成されるので
ある。しかし上来輸入取引はそれ自体としていわば商品購入としての側面でのみ
取り出され，その決済制度が問われてきた。輸出取引にたいしてもとられた方法
は同じであった。輸入は国民市場で販売するために行われ，また輸出はそこ
での仕入なしには成り立ちえないが，これまでそれらのことは視野のそとに
おかれてきたのである。そこでいまやそれら輸入品の販売，輸出向け商品の
仕入過程に目を向け，決済制度をそれぞれ明らかにする必要があるわけであ
る。前者からみることにする。
輸入品は一般的流通ではなく，ひとまず商業流通に入るものとしなければ
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ならない。銀行成立の次元で国民的商品流通の決済が問題にされようとして
いるからである。輸入者は取立銀行から船穂書類（→輸入品）を入手するに
は，そこに有する預金を取り崩す必要があった。しかしそれは商業信用で販
売されるであろう。輸入者は信用の一方的授与者の立場に位置するわけであ
る。しかしかれは受け取った手形を割引に出して銀行信用を受けることがで
きる。そしてそれから賃金支払に充てるべき部分と利潤部分とを除き，残り
をつぎの輸入取引のために必要な引受信用（信用状発行）を受けるための引
当にすることができる。それはまた後続する輸入為替の決済資金に充当され
ることになるであろう。受けた銀行信用（邦貨建て）による輸入為替（中心
国通貨建て）の決済にほかならず，輸入者は第二次の輸入取引のための「一
般的な購買手段」準備金はこれを節約できる。銀行の免換準備金（←銀行信
用）が世界貨幣準備金（←輸入為替決済資金）としての機能を付与されてい
るからできることである。輸入者は銀行信用を受けることによって輸出者次
元の「一般的な購買手段」準備金の共同利用に与っていることになるわけで
ある。なお前掲稿で説明しておいたことであるが，輸出者次元の「一般的な
購買手段」準備金とは輸出者の取得する輸出為替代り金のことである。輸出
、、 、、、■
為替代り金は一般に外国（ここでは中心国）の輸入者の｢一般的な購買手段」
準備金の支払によるものであることから，輸入者次元のそれに合わせて輸出
者次元の「一般的な購買手段」準備金といわれているのであった。
輸出向け商品仕入の決済過程に焦点を転じよう。この角度からは前段の銀
行は仕向銀行としての資格で現われる。それは世界貨幣準備金を復元させる
ために輸出為替の買取を行う銀行としてすでにわれわれに知られている。こ
こではそのことが輸出者の次元で考えられなければならない。輸出者はなぜ
輸出為替を売却するのか，これがすなわちその問題である。
輸出者は輸出するための商品を商業信用で仕入れていて，その決済手段が
必要だからである。そしてそのゆえにその決済手段は買取銀行の－覧払債務
でよい。すなわち，輸出者は為替売却によって買取銀行に預金を形成するこ
とになるが，かれとしてはさしあたりはその預金にたいして仕入価格に相当
する小切手を振り出し，もって商業信用の決済を行うことができればよい。
しかもそれは買取銀行にとってつぎの含意をもつ。輸出者の預金は本源的預
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金（世界貨幣準備金）たるべき預金であったから，それが自己宛一覧債務(小
切手，銀行券）として流通するかぎり，銀行としてはそれをさきに述べたよ
うな輸入者の持ち込む手形の割引によって創造される債務の支払準備金たら
しめることができるということである。世界貨幣準備金を免換準備金として
機能させうるわけである。こうして銀行準備金の二重的機能規定は与えられ
る。銀行の対顧客為替取引と銀行信用供与は一体的に営まれることの準備金
次元への反映にほかならない。
このように世界市場取引それ自体はその一般的流通次元的取引という性格
を反映して，それが論理的に原初的なそれであれ第二次的なそれであれ，信
用状制度のもとで輸出者と輸入者との間においてはつねに最終的次元的に決
済される。しかしそれには国民市場（輸入品販売，輸出向け商品仕入）にお
ける信用関係が伴わなければならなかった。すなわち，輸入の場合にはその
決済に後続してまず商業信用，ついで銀行信用，また輸出の場合にはそもそ
も商業信用が先行する。しかも重要なのは，前者の場合の輸入決済に後続し
て発生する（商業信用→）銀行信用は，その受け手にとってつぎの輸入取引
（中心国通貨建て）のための－覧払決済資金を（邦貨建てで）供給するもの
となるということである。銀行にとってそうしたことが可能となるのは，輸
出者から（本源的）預金を穫得できる(5)からであった。
ところで，上述のかぎりでは銀行信用を受けた輸入者は銀行にたいしては
割引に出した手形について償還憤務を負うにすぎない。かれは輸入品の売上
償権（商業信用）を銀行信用（創造預金）に代位して貰ったわけだからであ
る。しかし銀行としてはもう－歩踏み出して輸入為替決済資金を供給できる。
輸入者自身を（償還債務者ではなく）債務者とし，しかもかれとしては中心
国通貨建ての為替を決済すべきなのであるから，そのための資金は邦貨建て
でなく直接的に中心国通貨建てで供給するというものである。もっともその
ためには，銀行は輸入者に貸与する中心国通貨建ての輸入為替決済資金すな
わち中心国銀行預金を輸出者からとは別途に調達できるのでなければならな
い。つまり（国際間）銀行間信用の成立次元が前提される必要があるわけで
ある。いわゆる輸入金融なる取引の展開次元である。そこで，（本稿は銀行
信用の成立次元で論議することを目的としているのであるが，しかし）以下
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ではそうした論理次元に上向したものとし，輸入者はどのように中心国通貨
建て信用を受けることができるのか，それを照察することにしよう。いわゆ
る輸入金融取引の論理概造の分析にほかならない。項を改めるｑ
(2)（国際間）銀行間信用次元における世界市場取引
中心国通貨建ての銀行信用が被仕向.取立銀行と輸入者との間で成立しう
るとすれば，その銀行が輸入者にたいし一覧払の輸入為替(中心国通貨建て）
の取立を一定期間猶予すること以外にないであろう。それ自体説明を要しな
い。しかしこの支払猶予はすなわちその間における船穂書類の借用の許諾で
あるという点でまず特徴的である。輸入荷物貸渡しという手続が伴う。取立
銀行がその占有下にある輸入品を輸入者に一定期間貸渡して売却させ，その
代り金をもって期日に為替決済を行わしめようとして，それは行われる。そ
のさい輸入者は輸入担保荷物保管証（trustreceipt;Ｔ/R)という契約書を
差し入れなければならない。
しかし取立銀行としてはそれだけで済ますわけにはいかない。一覧払輸入
為替の支払猶予とはとりもなおさず自行の中心国銀行預金残高の減少だから
である。それを補充しうる手立ても他方で講じられている必要がある。しか
もそれは輸出地で為替が取り組まれて買い取られるまで､の間に盤えられてい
なければならない。その銀行は信用状を発行する段階で，輸入者に金額，振
出日を空白にしたままの期限付為替手形（白地手形）を振り出させ，仕向銀
行に送っておけばよい。そうすると，仕向銀行は輸出者の持ち込む輸出為替
の買取にさいし，その白地手形に金額，期日を記入してそれを割引くことが
できるからである。被仕向銀行としては仕向銀行（割引銀行）によって輸入
為替にたいし再金融（refinance)をつけて貰えるわけである。そこで以上の
ような銀行信用，国際間銀行間信用はリファイナンス方式の輸入ユーザンス
といわれ，それを成り立たしめる期限付為替手形はrefinancebillとよば
れる。
－覧払輸入為替をめぐる中心国通貨建ての銀行信用においては，信用は輸
入者←取立銀行←買取銀行（中心国銀行）という系列で成り立つ。その仲介
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をするのが輸入者の振り出すZefinancebillといわれる期限付為替手形であ
った。輸入者は間接的に国際間銀行信用を受けることになるわけである。そ
してそうした－覧払為替にかかわる国際間銀行信用の成立の次元ではじめて，
期限付輸出為替（手形）の利用が論理的に可能になってくる。aftersight
billとかusancebillといわれる輸出者振出の為替手形のことである。そ
こでつぎにその期限付輸出為替に照準を合わせることにしよう。
この輸出為替の場合には一覧払形式の場合とはちがって，輸出者と輸入者
の間に信用関係が結成されるものとなるようにみえるが，しかしけっしてそ
うではない。まず注意すべき重要な点である。世界市場は最終的実現の場で
あることを忘れてはならない。すなわち
期限付輸出為替が利用されうるのは,その旨信用状に明記されているからで
ある。しかもその信用状は論理的に銀行信用状でなければならなかった。前
述のとおりである。つまり期限付輸出為替は一覧払輸出為替の場合と同様に
信用状発行銀行宛となるべきものである。世界市場取引はたとえそれが期限
付為替によるものであるとしても，取引当事者間には直接的にはなんら信用
関係が成立することはないことがわかる。そしてこの為替は振出と同時に受
取人たる仕向銀行によって買い取られるのであり，つまり賀取銀行と名宛人
たる信用状発行銀行との間におけるいわゆるコルレス金融の成立を化体する
ものにほかならない。コルレス金融とはいうまでもなく国際間銀行間信用で
あり，この場合発行銀行が買取銀行からコルレス契約（correspondent
arrangement）によって信用供与枠（creditfacility）を受けていることに
基づいて成立する。もって発行銀行は輸入者にたいする信用供与（中心国通
貨建て）に応じることができる。輸入者からすれば間接的に国際間銀行信用
を受けているわけである(6)。期限付輸出為替においてはいわゆる輸入金融と
いわれる関係が銀行間信用，銀行信用の次元で順次成立することにはなるが，
輸出者による輸入者への信用売りという商業信用次元の信用関係はけっして
成立しない。
それでは，期限付輸出為替において国際間銀行間信用を受けた名宛銀行は，
輸入者にたいしてどのように銀行信用を与えるのであろうか。期限付輸出為
替の利用は信用状に基づいているのだから，信用状が発行された時点でその
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依頼人（輸入者）にたいする発行銀行による信用供給の応諾が成立している
といえる。そしてそれは為替の到着をまって実行される。輸入者にその輸入
為替と同一条件（金額，支払期日など）の見返り手形を振り出させ，それを
担保に船積書類を引き渡すようにすればよい。もちろんこの場合の船欄書類
の交付条件は論理的には前述のように引受渡し（Ｄ／Ａ）たるべきであるが，
しかしそれが支払渡し（Ｄ／Ｐ）であるような場合には，輸入荷物貸渡し制
度すなわち輸入担保荷物保管証（Ｔ／Ｒ）の制度によって，そこに存在する
論理的矛盾が解決されなければならないであろう。
期限付輸入為替とは輸入者によるその決済がそもそも国際間銀行間信用→
（中心国通貨建ての）銀行信用に依存している為替であった（為替決済とい
わゆる輸入金融の一体性）。そしてそれら銀行間信用，銀行信用は期限付為
替の名宛人（信用状発行銀行）が引受（acceptance）を行うことによって成
り立つという点で，アクセプタンス方式の輸入ユーザンスといわれる。
つづいて期限付輸入為替について利子を問題にしよう。まず，期限付輸入
為替において輸入者の受ける銀行信用が中心国通貨建てとなるのは，為替の
通貨建てつまりは輸入価格が中心国通貨建てだからである。利子率が中心国
のそれを基準とするものになることはいうまでもない。つぎに利払の方法で
あるが，それは具体的には輸出為替（輸入為替）が外貨建てであるか邦貨建
てであるかによって異なる。すなわち，為替の受取人たる買取銀行は外貨建
て輸出為替を買い取るときには，その取組人（輸出者）から割引方式で利払
をうける。輸出為替はすべて中心国通貨建てであったから，周辺国を仕向国
（輸出国）とする場合にこれはあてはまる。しかし邦貨建て為替つまり中心
国で取り組まれた為替の場合には，それが周辺国の輸入者によって期日に決
済されるときに輸入者から徴収するというものである。
外貨為替手形（foreigncurrencybill)と邦貨為替手形(homecurrency
bill)が買為替手形(billsbought)と利付為替手形(interestbill)として区分
される局面でのことである。しかしいずれにしろ両者は論理的整合的に理解
しうるものでなければならない。期限付輸出為替の化体する信用の与え手は
その買取銀行であり，受け手は輸入者なのであるから，問題の利子は論理的
には輸入者が負担すべきものであることは明らかである。前者の場合には割
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引料に相当するユーザンス期間に見合う利子は，輸出価格のなかに織り込ま
れるものと考えればよいであろう。それによって利子の実質的負担者は中心．
国の輸入者になるであろう(7)。そしてこの場合の「割引料」は利子として独
立的に表示されず，対顧客買為相場に織り込まれることに注目したい。世界
市場の最終的実現の場たることを反映する，売買という対顧客為替取引の本
質はあくまでも自己を貫徹する。輸出者は期限付輸出為替の買取（利付為替
手形の場合）や「割引」（買為替手形の場合）を受けたたとによって償還義
務を負うことにはならず，国際的債権関係（国際間銀行間信用）の枠外に出
るのである。繰り返しになるが，期限付輸出為替をもってしても輸出入者間
には直接信用関係が成立することにはならないのである。
なお，期限付為替の場合も一覧払為替の場合と同じく，輸出者（あるいは
輸入者）の負担すべきものとしてメール金利が成立する。世界市場における
期限付為替とは通常一覧後定期払形式（at…daysormonthsaftersight）
をとり，日付後定期払あるいは確定日払形式をとらないことによる。
(5)そしてその点は輸出者は商業信用の一方的な受け手であり，論理的にみて輸出者に
たいする銀行信用は成り立ちようのないことを意味する。いわゆる輸出金融は政策金
融として成り立つものではあっても，論理的に必然の制度ではない。
(6)もっとも，国際間銀行間信用を与えた賀取銀行が，買い取った期限付輸出為替を名
宛銀行に呈示して引受と同時に割引を受けるとすれば，結局は名宛銀行が輸入者にた
し､する股終的な信用供与者となる。しかしこの銀行としても再割引に依存できること
はいうまでもない．いわゆる輸入金融は国際金融市場の次元で展開していく。続稿の
課題とすべき領域である。
、､､､、
(7)しかし実際には外貨為替手形の場合でも金利を形式的にも輸入者に負担させること
は可能である。信用状でその旨条件づけておけばよいからである。にもかかわらずこ
こで，外貨為替手形の場合には輸出価格にはユーザンス金利が織り込まれるといわれ
ているのは，質取銀行がそれを徴求する方法が前取り（割引）か後取りかという点で，
外国為替手形を分類する仕方のあることを踏まえ，そのうえで両方法を論理的に統一
的に理解しようとする熊度がとられているからである。
そしていずれにしても，輸出為替が期限付であるか－覧払であるかの差異は，輸出
者にとっては実質上無意味なこと，換言すると．輸出者にとって輸出は斌終的な価格
実現の取引だということであるが，それを強調したいためである。実務書にみられる
ものではあるが．つぎの記述は引用に価するであろう。
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「輸出者は信用状に定められたところに従って期限付手形を振り出し，船禰掛類を
添えて輸出地の為替銀行に買取りを依頼し，輸出代金を回収する。ユーザンス期間の
金利（割引料）は，通常，輸入者負担となることが多いが，この場合，輸出者は期限
付手形であるにもかかわらず，－覧払条件で代り金を受け取ることができる。」(和島
・樋之ロほか．前掲轡，380ページ。）
Ⅲ為替による世界市場取引の決済の方法と輪理次元
一逆為替と並為替の論理次元的段差について－
世界市場取引の為替による決済の論理は，預金銀行（銀行信用，免換準備
金）が同時に為替銀行（引受信用，世界貨幣準備金）として範轤的に機能す
る，銀行の対顧客為替取引の銀行信用取引との一体的結合的展開として成り
立つ。世界市場取引に即していえば，中心国銀行預金残高が「一般的な購買
手段」および「一般的な支払手段」として銀行次元的な世界貨幣機能を果す
（国際通貨範轤の成立）ということである。これまでの論述の核心部分にほ
かならない。しかしそれらにかんしてすべてが扱い尽されたわけではない。
つぎのようなふたつの問題がなお残されている。すなわち
高次的な世界貨幣範騨の成立によって，まず輸出者，輸入者の次元でいえ
ば「一般的な購買手段」としての世界貨幣が現身では現われなくなっている，
つまり「一般的な購買手段」を現送せずに取引が可能となった。しかし銀行
の次元でいえば，高次的な世界貨幣範噂の成立は世界貨幣準備金（「一般的
な支払手段」準備金）が中心国に現送され，そこの銀行に保有されているこ
とが前提であった。前掲稿で論じたように，産業資本次元では「一般的な購
買手段」としての世界貨幣の現送費用は，輸出者あるいは輸入者が一方的に
全額負担するしかなかったが，いまや世界貨幣の現送費用の問題は「一般的
な支払手段」としての世界貨幣について発生するものとなっている。それで
は，世界市場取引が為替によって決済されるようになる論理次元（銀行成立
次元）においては，その負担の論理はどのように高次化するであろうか。こ
れが第１の問題である。
もうひとつはすなわちこうである。上来為替銀行の対顧客為替取引はもつ
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ばら逆為替取引として立論の対象にされている。しかし現実にはそれは並為
替取引をも含むわけだから，その対顧客為替取引論において逆為替のみを取
り扱うというような方法がとられたのはなぜか，説明の必要があるというもの
である。逆為替並為替とは，世界貨幣の移動する方向がそれを指図する為替手
形とは逆方向をとる（為替による世界貨幣の取寄せ）か，それとも同じ方向
をとる（為替による世界貨幣の送達）かという点での区別である。為替の取
組はそれがその取組人にとって世界貨幣の取寄せのために行われるのか，そ
れとも送達のためなのかという観点に立った場合，たしかにこれまで一方的
に前者の逆為替方式に即して論脈は形成されてきている。なぜなのか。
如上のふたつの問題のうち，前者は次節に譲り，本節では後者を取り挙げ
ることにする。並為替方式はなぜ本稿における視界に入らないのであろうか。
世界市場流通は国際的な商品取引のみならず貨幣取引からも構成される。
いうまでもない。それでは両者のうち基礎的な取引範蠕をなすのはいずれか
といえば，もちろん前者である。これまで論点がすべて国際的商品取引の次
元で展開されてきたのはそのためである。そして国際的商品取引が為替手形
の次元で成立するには，引受信用制度が前提されなければならなかった。す
なわち為替による国際的商品取引という場合の為替とは，輸出者の振り出す
信用状付為替（Ｌ／Ｃ為替）以外にないのである。世界市場での商品取引に
おいて並為替方式がとられる理由は論理的にみてありえない。それは貨幣取
引次元的な国際間の貨幣移動に適合的な方式というべきである。逆為替は為’
巷銀行の対顧客為替取引の次元で成立するという点を踏まえて換言すると，並
為替の論理は為替銀行相互間で為替取引が展開される次元で成り立ち，した
がって論理的には前者に比してより高次に位置づけられるべきものというこ
とになる。銀行間為替取引の次元で成立したより高次的な送金為替が，論理
的に下向して対顧客取引にも利用されるのである。
しかし如上の立言にたいしてはつぎの２点を付け加えなければならない。
まず，それは銀行間為替取引は並為替にかぎられるということを意味しない
ということである。銀行間為替取引とはつまり逆為替，並為替の銀行為替の
売買として行われる。周知のとおりである。銀行為替とは為替銀行が中心国
銀行宛に振り出す為替しかも電信指図式の為替（電信為替）にほかならない。
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なお，銀行為替はなぜ電信為替でなければならないか，つまり銀行間為替
取引の次元で電信為替が必然化せざるをえない理由が明らかにされる必要が
あるが，それは次稿で論じる。
つぎに，論理次元が擬制資本信用（証券市場の成立）次元にまで上向しない
、、、、、､、､、、､
かぎり，並為替による国際間の貨幣移動が銀行の対顧客為替取引の次元で問
題の舞台にのぼることはないということである。銀行成立の論理次元で論議
されようとする場合には，産業資本（家）が国際的に貨幣を移動させて資本
として運用しようとする論理的な契機は，再生産論的にみてそれを見出しえ
ないからである。
ところで，並為替方式は従来の外国為替論のなかでどのように取り扱われ
てきているだろうか。代表的に小野朝男氏のそれにみてみることにしよう。
つぎのようになっている。
「外国為替取引とは，･･･…図にみられるように，甲国のＡが乙国のＢに対して債権を
有し，逆に乙国の、が甲国のＣに対して憤権を有するとき，甲国のＡが掘り出した乙国
のＢ宛の為替手形を甲国のＣが購入し，これを乙国のＤへの債務の支払に代えて転送し，
･転送を受けたＤが乙国のＢにこれを呈示して甲国のＡへの支払に代えて代金の支払を受
甲国 乙国
為替手形
(注）実線は実際に受渡しのあることを示す。点線は実際に
受渡しはなくて，偵椛俄務の状態にあることを示す。
けることによって，国際間の金決済を同一国内のそれにかわす取引である｡(8)」（傍点は
引用者｡）
、、ｂＧＱ、
「この取引は甲国のＣからみればｌ為替の賀取I)である。しかも，その買い取った為替を乙
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国のＤ宛に転送することを通じて，甲国のＣの乙国のＤ宛の侭務の支払はすまされるの
である。だから，この取引は送金為春取引であり，並為替取引である。
､、、｡、＄
ところカゼ，この取引を甲国のＡからみれば，事態はまったく逆である。すなわち，為
替の売り渡される取引であり，それを通じて乙国のＢ宛に有していた憤権の回収取引で
、、ｂ 、､､、､､じ､､､､B、、､b､、ある。だから，この取引は逆為替取引である。同じ取引がこのようにみる立場によって，
、■、屯､℃、、､凸己、、、
まったく反対の取引にみられるのである。
もっとも，この為替取引は，こんにち一般に為替銀行によって仲介される。その結果，
上にみた甲乙両国のＡＢＣＤ間の為替取引は，為替銀行を介した甲乙両国のＡＢとＣＤ
の２つの取引に分離される。すなわち，……図にみられるように，１つは甲国のＡが乙
国のＢ宛に振り出した為替手形を甲国の為替銀行であるＥが買い取り，それを乙国の為
替銀行であるＥ’に転送し，その転送された為替手形と引換えに乙国より代金を回収す
甲国乙国
為替手形
（注）実線は実際に受渡しのあることを示す。点線は実際の
受波しかなくて‘偵権憤務の状態にあることを示す。
る取引である。いま１つは甲国の為替銀行であるＥが乙国の為替銀行であるＥ′宛に振
り出した手形を甲国のＣに充I)渡し，売り渡されたＣがこの手形を乙国のＤに転送して
手形に代表される乙国の為替銀行であるＥ′宛の憤権と乙国の、宛に有する債務を相殺
し、代金の決済をすませる取引である。……後者は……送金為替取引であり並為替取引
である。それに対して前者は，逆為替取引である。［，)」（傍点は引用者。）
逆為替と並為替が同じ外国為替取引にたいする視点の差異（対外債権者の
立場からみるか対外債務者の立場からみるか）という点で原理的に説明され
ている。それらの成立する次元に段差のあることが問題視されていないので
ある。しかしそうした方法はなにも小野氏に限られることではない。これま
での論者に共通する。前掲稿で提起されたような問題展開，それはすなわち，
小野氏からの上掲引用文に代表的に示されているような，従来の外国為替取
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引の原理的把握の仕方に論理次元的な問題点を意識することから成り立って
いたが，そうした問題展開の視角の欠落によることである。
しかしそうしたなかでつぎの深町郁弥氏の記述は注目されてよい。すなわ
ち，「純粋に為替取引による国際決済だけを取り出して考察したさいには，
送金手形と取立手形とを同じ次元で論じておいた。しかし送金手形が銀行業
者間の国際的信用のうえに発展することを考慮に入れると，それの方が取立
手形よりも高次の信用関係の段階に位置するものというべきであろう('01,，
これである。深町氏のこの指摘もしかしそれだけのことに終らざるをえない。
「純粋に為替取引による国際決済だけを取り出」すことが方法論的に可能で
あると考え（←為替取引の成立する論理次元についての問題意識の欠如），
しかもそこで「決済」されるべきものとして予定される国際間「憤権債務」
は，それが「取立手形」（逆為替方式）による場合も「送金手形」（並為替
方式）による場合もいずれも，輸出，輸入という商品取引次元で発生するも
のとされるかぎり，逆為替と並為替の成立次元の差異という視点が，氏の外
国為替論（→国際通貨論）のなかに体系的に生かされることはありえないで
あろう。
(8)小野「国際決済」「国際金磁論入門〔第２版〕」（小野朝男・西村閑也網）有斐閣，
1982年，３０ページ。
(9)同，32-33ページ。
OUI深町「国際通貨」「マルクス経済学と世界経済」（奥村茂次・村岡俊三網）有斐閣，
1983年，137ページ。
Ⅳ対顧客為替相場現象とその本質
最後の課題を解明の視野にいれよう。為替銀行の対顧客為替取引あるいは
為替銀行という範蒋それ自体を成り立たしめる中心国銀行預金残高という｢一
般的な支払手段」準備金範癖について，それは「一般的な支払手段」規定の
世界貨幣の現送によって形成されなければならないものであったがジそれで
はその現送費用はどのように負担されるのか，これがその課題であった。
これはすでに明らかなように為替銀行の範嚥的成立それ自体にかかわる問
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題であり，本来前掲稿で考察されているべきものであった。（実際そこです
でにその所在は指摘されていた。）しかしそれがここまで持ち越されたわけ
であるが，その理由は為替銀行の対産業資本取引，なかでも対顧客為替取引
の論理構造をみたあとのほうがその行論上好都合と考えられたからである。
というのは，問題は為替銀行の窓口における対顧客為替相場現象の成立に関
連しているからである。すなわち対顧客為替相場の本質を分析する作業はそ
のまま本節の課題を究明するものとなるであろう。そしてそのさいにはメー
ル金利（為替の郵送時間）は捨象されてよい。それにかんしてはすでに検討
ずみであり，そうでなくともここでは，問題の基本が明らかにされればよい
からである。メール金利論は以下で与えられる基本的な論点にたいし，いわ
ば付加的な論点をなすにすぎない。第１節の叙述にみられるとおりである。
ふたつの確認をすることから始めよう。「一般的な支払手段」という世界
貨幣の機能規定は，「一般的な購買手段」の受取次元（輸出者次元）とその
支払い次元（輸入者次元）を対応させうる次元で成立する。輸出者，輸入者
それぞれの次元では世界貨幣の機能規定としては，「一般的な購買手段｣規定
しか成立しようがないということである。つまり「一般的な支払手段」規定
の世界貨幣の現送が問題となるのは銀行の次元であり，輸出者，輸入者それ
ぞれの次元では世界貨幣の現送費用とは「一般的な購買手段」としてのそれ
以外にないわけである。しかも銀行成立の論理次元よりも一段低次の産業資
本の論理次元では，「一般的な購買手段」の受取次元と支払次元を総括しう
る次元は成り立ちえず，したがって輸出者と輸入者の間でそれが共同的に負
担されるという論理は成立しえなかった。
つぎは為替銀行の対顧客為替取引自体の本質について，それが売買，しか
も中心国銀行預金（憤権）つまり「一般的な支払手段」機能を銀行次元にお
いて果す外国為替の売買であったことである。輸出為替にしても被仕向銀行
が中心国に保有する預金にたいする支払請求権であったし，輸入為替の決済
も中心国銀行預金で行われなければならなかった。
さて問題に立ち向うことにしよう。為替銀行の対顧客為替取引がそのよう
に本質的に売買であるとするならば，そこには当然価格が成立するであろう。
しかしその場合，売買の対象となるべきものがまず中心国銀行預金（債権）
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という特殊な商品であり，そのゆえにまたそれは中心国通貨建ての商品であ
ることに注意しなければならない。というのは，この商品に価格が成立する
とすれば，その価格は前者の点で特殊な価格，つまり「価格」とされるべき
だからである。また後者の点では為替平価を基準とする中心国通貨の邦貨と
の交換，つまり両替が生じるからである。そうして第１点における「価格」
の受払と第２点における両替は，為替銀行と産業資本（輸出者，輸入者）と
の間で，しかも同時に行われることが指摘できるであろう。これがここで注
意が喚起されるべき第３の理由である。いま産業資本の立場でいえば，邦貨
での「価格」の支払と両替相当分の邦貨での受払が同時的に生じるわけで，
したがって前者が後者から区別されて独立的に行われる必要のないことがわ
かる。「価格」はそれ自体として別建てに表示されずに両替に相当する分に
加減され，その合計のなかに埋没する。それが一般に為替相場なる現象にほ
かならなし！。
一般に為替相場現象が成立する理由を知ることができた。しかし為替銀行
の窓口で成立する為替相場としては現実には対顧客売相場と買相場とに分裂
して現象するのであった。なぜであろうか｡まず前段で摘出された為替の｢価
格」の本質を究明しなければならない。
為替銀行の対顧客為替取引とはその窓口において輸出と輸入の決済をつけ
合わせ，中心国銀行預金にたし､する供給と需要，銀行からみればつまり買為
替と（被仕向）売為替を対応させる取引となるべきものであった。すなわち
為替銀行は輸出者である買為替の需要者にたいしては輸入者たる売為替の需
要者として，他方売為替の需要者にたいしては買為替の需要者として行動する。
買為替需要と売為替需要がたんに仲介されるのではなく，自己の責任におい
て適合されようとするわけである。輸出者との間に質為替「価格」，輸入者
との間に売為替「価格」がそれぞれ成立する。それら「価格」はもちろん輸
出者，輸入者が取引した銀行に支払うものであるが，それではなぜかれらは
そのような負担をするのであろうか。
「一般的な購買手段」として機能すべき世界貨幣を中心国銀行宛の債権に
代位させることができたから，その代償としてである。「価格」が「一般的
な購買手段」規定の世界貨幣の現送費用の範囲内に収まっているかぎりで，
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それは支払われるであろう。「一般的な購買手段」としての世界貨幣の現送
費用の節約の代価，それが輸出者，輸入者の支払う為替「価格」の本質にほ
かならない。つぎのようにもいうことができる。為替銀行は「一般的な購買
手段」規定の世界貨幣の現送費用に当るもののなかからその一部を為替「価
格｣として輸出者,輸入者に共同的に供出させ,中心国銀行に｢一般的な支払手
段」準備金を形成して範畷的に成立すると。輸出者の支払う「価格」と輸入
者の負担するそれの合計が，「一般的な支払手段」としての世界貨幣の現送
費用を構成するわけである。
一般に為替相場現象を成立せしめる外国為替の「価格」の質的側面は，以
上のように描出しうる。ついでその量的側面を照らてみよう.もともとの設
問にたし､する解答，すなわち対顧客為替相場はなぜ買為替相場と売為替相場
に分裂して現象するのか，その理由が判然としてくるであろう。「一般的な
支払手段」規定の世界貨幣の現送費用は輸出者，輸入者間で共同負担される
として，その分担関係はどうなるのか。
すでに述べたように，為替銀行とは一定瞬間ごとに為替による輸出決済と
輸入決済の出合いをつけるために，産業資本（輸出者，輸入者）から外化し
た高次的な資本である。それはいわばその出合いをつける代償として輸出者，
輸入者から為替の「価格」を徴求できるのであった。為替の「価格」はそれ
による輸出決済と輸入決済の一定瞬間における適合の状況にかかわることが
わかる。そしてそのさいに重要なのは，その為替銀行成立の瞬間の輸出入の
決済尻は，銀行ごとに個別的に集約されるものとして措定されているという
確認である。国民経済的に総括された次元（銀行間為替取引次元）でのそれ
ではなく，したがってそれをただちに国際貸借と考えてはならないのである。
まず為替銀行は個別的な一定瞬間における賀為替需要と売為替需要の適合度
のいかん，それを反映した買為替「価格出売為替「価格」をそれぞれ形成
して成立する。たとえば，その成立の瞬間において結集された買為替需要が
亮為替需要よりも多い（→買持ち）というような為替銀行では，その程度に
応じて前者の「価格」は後者の「価格」よりも高くならざるをえないであろ
う。そしてそれら銀行ごとに個別的な為替「価格」はそれが総括される次元
で，国際貸借を反映したいわば各銀行に共通の為替「価格」として措定され
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る。その意味ではここ個別次元における為替「価格」は仮の「価格」という
べきであり，総括次元の「価格」によって逆規定をうけるべきものである。
つまり総括次元での逆規定を予定した仮の「価格」として，個別次元の為替
「価格」は成立する。それは買為替取引の場合には輸出者が受け取るべき為
替平価基準の邦貨建て輸出代金から差し引かれる。他方売為替取引の場合に
は輸入者は為替平価で邦貨建てに換算された輸入代金に追加してそれを支払
わなければならない。為替平価マイナス買為替「価格」で対顧客買為替相場，
為替平価プラス売為替｢価格｣で対顧客売為替相場がそれぞれ形成されるわけ
である。両相場の開きは「一般的な支払手段」としての世界貨幣の現送費用
をなす。個別次元の対顧客為替相場は総括次元で成立する為替相場すなわち
銀行間為替相場に逆規定されなければならないこと，為替「価格」の場合と
同様である。いうまでもないが，念のため付記しておく。
第２図は前段の叙述を図示したものである。それをさらに分明にするであ
ろう。売為替「価格」と買為替「価格」の合計は，対顧客売為替相場と買為
替相場の差額に等しくなり，為替銀行範癖を担う資本は対顧客為替取引にお
第２図対顧客為替相場（邦貨建て）の榊造
一為替銀行成立次元一
貨幣輸出
輸入者の貨幣現送饗用節約語
対顧客売相
急2円EI1mjIH§
為替平
詩７胃已０１m
対顧客買相
貨幣輸入 ｐｐｂ、
(注）
(1)
(2)
ここにおける貨幣とは「一般的な鯛貿手段」規定の世界貨幣である。
対顧客充相場，質相場ともメール金利は捨象されている。
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ける売買差額として「一般的な支払手段」準備金の現送費用を徴求するとい
う関係が瞭然である。
しかし，それでは「一般的な支払手段」準備金としての世界貨幣の現送は
各為替銀行において一定瞬間ごとにつねに必要となるのであろうか。あるい
は同じことであるが，つぎのようにも問われるかもしれない。為替銀行は対
顧客為替取引からは利潤をあげないものと観念されていることにならないで
あろうかと。それらの疑問にたいし，ここでは為替銀行の範蒋的成立の瞬間
を個別次元で捉え，その論理的説明が与えられようとしていることを強調し
なければならない。すなわち
まず前者の問いにたいしては，為替銀行はそれが範嚥的に成立すると,｢一
、、、、
般的な支払手段」準備金の現送は必ずしも必要ではなくなってくると答える
ことができる。というのはこうである。「一般的な購買手段」準備金として
の世界貨幣準備金を産業資本（輸出者，輸入者）が相互間で共同利用しよう
として，為替銀行すなわち「一般的な支払手段」準備金としての世界貨幣準
備金範騨は成立した。これまでの論述の展開次元である。まえに指摘してお
いたとおり，為替銀行すなわち「一般的な支払手段」準備金としての世界貨
幣準備金の範蒋規定は，個別次元で与えられていたにすぎない。しかし世界
貨幣準備金範曜は個別銀行次元で完結するものではなく，ついで銀行相互間
で（国民経済的にあるいは国際間で）共同利用に付されるものに上向してい
く。詳しくは続稿で扱うが，銀行間為替取引（外国為替市場）や国際間銀行
間信用（国際金融市場）の成立する次元にほかならない。ここでは一般に
為替取引，為替相場が問題の対象となっているので，以下銀行間為替取引次
元を設定してみればよい。そこでは対顧客為替取引は為替銀行につぎのよう
に利潤をもたらす。後者の設問に答えることができるであろう。
そのためにはまず，第２図のような個別次元の為替銀行における対顧客為
替相場について，つぎの特徴を再度押えておく必要がある。為替「価格」は
為替銀行ごとにそれぞれ個別的な水準で決められるということから必然的に，
それもまた個別性をまとっていた。個別性とはいうまでもなく，個別次元の
（為替「価格」→）対顧客為替相場は総括次元での輸出と輸入の決済の出合
いの状況すなわち国際貸借の動向を必ずしも反映していないことによる。そ
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してそのかぎりで，この次元の対顧客為替相場は仮の相場なのであった。
さて本題にとりかかることにしよう。銀行間為替相場の成立の論理次元で
ある。銀行間為替相場は対顧客為替相場と同じくその売為替相場と買為替相
場として成り立つ。しかしそれらは電信相場である点でまず特徴的である。
前節で指摘しておいたように，銀行間で取引される銀行為替は電信為替であ
った。本節で視線を向けられた対顧客為替相場も個別性（仮の相場という規
定，住）を払拭した為替相場として措定しうることになる。なぜなのか，その
､、､
理由はのちに第４点のところに述べる。第２に銀行間売為替相場とは為替市場に
おける売相場，つまり市場売りをしようとする為替銀行の建てる対市場充相
場のことである。市場から為替を求める銀行からすれば対市場買相場という
ことになる。他方銀行間賀為替相場とは市場から為替を買い取ろうとする銀
行の唱える相場であり，それに売り応じる銀行からみると対市場売相場にほ
､､、
かならなし､('1)。したがって第３に指摘できることとして，銀行間売相場と買
相場の差額は対銀行為替売買手数料をなす点をあげることができる。
第３図対顧客為替相場（邦貨建て）の構造
一銀行間為替取引次元一
貨幣輸出
対顧客売相
湿行の対顧碧:売為替手澱
銀行間売相
銀ｲ丁のXT､fRl史ﾉＩＴＪ誘福
銀行間買相
湿行の対顧客買為替手灘
対顧客買相
貨幣輸入 ひＵｂｃ
(注）
(1)第２図における(注）１），２）に同じ。
(2)銀行間売相場，質相場は電信相場。
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、､、
第４につぎの点が重要である。銀行間為替相場は論理的には個別銀行次元
の対顧客為替相上澤為替銀行の数だけ存在する仮の相#季を総括する次
元で成立する為替相場，換言すると，各瞬間の国民経済的次元における世
界市場取引の決済差額の発生状況すなわち国際貸借の状況を反映する為替相
場にほかならないということである。成立の論理次元的にみた場合，対顧客
為替相場は明らかに銀行間為替相場よりも低次元の為替相場であるが，しか
しここで後者による前者の逆規定がおこる。総括次元においては為替銀行の
対顧客為替相場も国際貸借の動きに規定されるものとして措定されなければ
ならないからである。それは銀行間為替相場を基準に建値されるものとされ
ればよい。銀行間売為替相場，買為替相場を基準としてそれぞれ一定のマー
ジン（対顧客為替売買手数料）が課され，対顧客（電信）売為替相場，買為
替相場は具体的に成り立つ（第３図)。
銀行間為替取引の次元では対顧客為替相場は以上のように措定される。第
２図と第３図を対比するとすぐわかるように，為替銀行にとっては対顧客為
替相場は個別次元でのように為替平価との関係においてではなく，銀行間為
替相場との関係においてしか問題にならない｡個別次元での為替｢価格｣(｢一
般的な支払手段」規定の世界貨幣の現送費用）はもはや為替銀行の視界から
消え失せるのである。それはなにを意味するであろうか。銀行間為替相場に
課される対顧客為替売買手数料の本質はなにか，それが為替銀行の立場から
究明される必要がある。
銀行間為替取引に支払準備金論の視点を設定すればよい。個別次元的に形
成された為替銀行準備金（「一般的な支払手段」規定の世界貨幣準備金）の
銀行相互間での共同利用にほかならないことがわかる。いうまでもなく，そ
のさいには代価（対銀行為替売買手数料）の受払が行われなければならない。
「一般的な支払手段」としての世界貨幣の追加的な現送は不要となるからで
ある。為替銀行としては個別次元での場合とはちがって，産業資本（輸出者，
輸入者）にそのための費用（為替「価格」）を要求できる立場のものではな
くなっているわけである。しかし他方，産業資本のためにその費用の節約が
果されているということでもある。産業資本としてはそれにたいし代価を支
払うべきである。それが対顧客為替の売買手数料にほかならない。為替銀行
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が産業資本（輸出者，輸入者）からえる「一般的な支払手段」規定の世界貨
幣の現送費用の節約益は，一般に対顧客買為替相場と売為替相場の開きに表
現されるのであるが，その一部は対銀行為替売買手数料として銀行間で再配
分され，残りが対顧客為替売買手数料を構成するわけである。この点次稿で
再論するであろう。
以上のように，銀行間取引次元では対顧客為替相場は為替銀行にとって銀
行間為替相場との関係で問題になるだけである。しかるに産業資本（輸出者，
輸入者）にとっては，この上向次元においてもそれは為替平価（および貨幣
現送点）との関係においてのみ問題になる。もちろんのことであるが，以下
言及しておく。個別次元と同じく，「一般的な購買手段」規定の世界貨幣の
現送費用節約の「価格」（為替「価格」）の支払という関係である。それが
銀行間為替取引次元の銀行には「一般的な支払手段」規定の世界貨幣現送費
用の節約益として取得されるのである。産業資本としては対顧客為替相場
（為替平価±為替「価格」）が貨幣現送点の範囲内に収まっているかぎりで，
輸出者，輸入者それぞれの立場で，「一般的な購買手段」規定の世界貨幣現
送費用の節約益を入手することができる。
最後にもう一度本節に本来の成立次元（個別次元）の為替銀行に立ち戻ろ
う。その窓口における対顧客為替相場という為替相場の現象的成立は，産業
資本（輸出者，輸入者）による世界貨幣現送費用の共同的負担の関係を反映
ることが明らかにされているけれども，しかし産業資本にとってその費用分
担の割合は一定瞬間ごとに変動するものであることにまだ言及されていない
からである。輸出者，輸入者それぞれにとって費用負担率が時間の経過のな
かで高まるかもしれないという危険性にほかならない。輸出者にとっては質
為替相場の上昇，輸入者にとっては売為替相場の下落としてそれは具体化す
る。為替による世界市場取引が行われるようになると，取引契約の成立時点
とそれが決済される時点とにずれが生じてこざるをえず，その間には為替相
場の変動も発生しうるであろう。それにたいしてどう対処するか，この問題
も輸出者，輸入者にとってはかれらのなかから為替銀行を疎外する過程で解
決されていなければならないのであった。輸出（輸入）契約が結ばれた時点
で為替銀行との間で為替予約を行うことができるようにすればよい。先物為
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巷の売買である。ここに，上来想定されてきた外国為替の売買契約成立と同
時にそれが実行されるという形態の外国為替，つまり為替の売買契約が同時
に為替とその邦貨代り金の受払であるような形態の為替は，直物為替という
範癖規定をえる。為替銀行の対顧客為替取引はそれらの売買によって構成さ
れるものとなる。対顧客直物為替取引，先物為替取引にほかならない。
(Ⅱ）個別次元の為替銀行としてはなぜ他の銀行(市場)に為替を売ったり，他の銀行(市
場）から為替を買ったりしなければならないのか、それを追究するならばｌ外国為替
市場次元が必然化する根拠を見い出しうるであろう。次稿で示すところである。
結言
本稿は必要なかぎりで銀行間為替取引に論及しながらも，基本的に個別次
元の為替銀行の対産業資本取引（対顧客為替取引，銀行信用取引）にその叙
説の論理次元を設定し，その構造の論理を照破することを課題としていた。
為替銀行は為替手形による世界市場取引を可能にしようとする産業資本（輸
出者，輸入者）の要求によって必然化するのであるから，それと産業資本と
の間の取引に究明の光を当てるならば，為替による世界市場取引の決済の論
理櫛造を知ることができるのであった。
たしかに，産業資本（輸出者，輸入者）はかれらのなかから為替銀行を外
化することによって，本稿の論述のとおり，産業資本の論理次元では世界市
場取引は現金取引でなければならないという点に現われる，世界市場の複合
性を止揚することができる。しかし産業資本次元の世界市場の複合性は為替
銀行成立次元では為替銀行において高次的に発現する。まず銀行間為替取引
次元が必然化しなければならない。国際金融市場成立次元に向け，さらに上
向の旅は続く。
追肥本稿の圖頭に禍記した拙稿「世界市場と外国為替銀行一国際金融論の理論体
系序3M－」は，そこにも記したように，内容上本稿に先行する。しかしその発表が本
稿よりも遅れたのは，禍!ii予定の「金融経済』誌の繍巣の都合による。
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